
令和７年度社会福祉法人陸前高田市社会福祉協議会事業計画 

 

 

Ⅰ 取り巻く状況 

東日本大震災から１４年が経過し、令和７年度は、第２期復興・創成期間の終了年

です。生活支援相談員を設置し活動してきた被災者支援事業を総括し、被災者を一人

も取り残さないため、これまでの見守り訪問活動と地域コミュニティ再編事業の融合、

そして被災者支援から地域支援への一般事業への引継ぎが必要となります。 

また、昨年度の介護報酬改定の影響や人口減少により、介護事業の経営悪化が深刻

化しています。一方、地域の担い手不足によるきめ細やかな福祉サービスの需要は高

まり、質の高い福祉人材の確保と育成は、持続可能な事業継続のため急務です。 

これらの地域課題を解決するために、第２次陸前高田市地域福祉活動計画と行政の

第２期陸前高田市地域福祉計画と連動して、共助体制の確立に向けた支え合いの体制

と組織体制の基盤づくりを行い、地域福祉の一層の充実を図ります。 

 

Ⅱ 重点目標 

⑴ 地域福祉活動の推進 

・地域支え合い活動の推進 

 地域福祉活動計画作成にあたっての地域懇談会で明らかになった課題を解決す

るためのきめ細やかな福祉サービスの充実を推進します。具体的にはより身近な地

域での福祉の推進を図るためいわゆる第３層での地域支え合い活動の支援を行い、

同時に第２層、第１層との重層的な地域課題解決に向けた体制を確立します。 

・事業の整理統合 

 地域福祉を推進する事業がこれまで分散していた各事業を選択と集中によりよ

り整理統合し、より住民が理解しやすくかつ効果的に地域福祉事業が推進されるよ

う取り組みます。  

⑵ 持続可能な介護事業の推進 

・福祉人材の確保と育成 

 人口減少や少子高齢化が進み、介護サービスの需要に対し介護人材の担い手不足

が課題となっています。福祉関連の資格を有しながら、就業に至らない方へ学び直

しの機会や、介護サービス事業への就業のきっかけづくりを実施します。 

・福祉団体等との連携強化 

 地域福祉懇談会で顕著になった担い手不足のために、関係組織団体や行政、企業、

ＮＰＯ等との協働と地域ネットワークづくりに取り組みます。 

⑶ 地域福祉活動計画、中長期計画の推進 

・役員、評議員の改選にあたっての人材確保や事務体制の整備を行い、組織の基盤

づくりを強化します。 

 

 

 



Ⅲ 重点目標ごとの具体の取り組み 

⑴ 地域福祉活動の推進 

・地域支え合い活動推進事業 

 第３層（身近な地域）での居場所づくりや階層ごとの協議体での会議開催 

・地域づくりのための各種の事業の集約による地域福祉の推進 

・事業整理のために総務企画部会、地域福祉部会を開催し、年内までに答申 

⑵ 持続可能な介護事業の推進 

・介護従事者人材バンクの創設 

 年度内にヘルパー、ケアマネ等の未就業者の人材登録を行い、活用を図るための

事業の立ち上げを行う。 

・社会福祉法人間連携や関係団体との協議の場づくり 

⑶ 地域福祉活動計画、中長期計画の推進 

・計画の推進を図るため地域福祉推進会議を設置し、事業の進捗状況を把握すると

ともに推進のための具体策を検討する組織を早期に設置する。 

 

 

 


